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研究成果の概要（和文）：本研究は、市町村合併が地域の人口成長をもたらすのかを経済理論モデルに基づいて
実証分析する研究である。理論分析では、生産的公共財、自己にとってメリットの大きい公共財の供給が多い地
域に、住民は移住することもわかった。実証分析では、人口と一人当たり所得は人口の純流入に正の影響がある
が、合併の影響に焦点を当てると、一人当たり所得だけが純流入に正の影響を及ぼすこと、合併によって、福祉
と生活保護への支出が人口の純流入を減らすが、若年層への教育支出は移住を増やすこと、合併市町村では、若
者は若年層への教育支出に正の反応を示すが、高齢者は生産的公共サービスに負の反応を示すことなどが明らか
となった。

研究成果の概要（英文）：This study examines empirically whether municipal mergers lead to population
 growth on the basis of economics and theoretical models. The theoretical analysis finds that people
 tend to move to localities that provide more productive public goods and public goods providing 
them with larger merits. Empirically, the following results are obtained. First, with a focus on 
merger impacts, per capita income positively affects inter-municipal net migration. Second, for 
merged municipalities, larger amount of spending on welfare and public assistance decreases net 
migration, whereas spending on youth education increases migration. Third, for merged 
municipalities, young people positively respond to spending on youth education but do not respond to
 spending on welfare and public assistance and productive public goods. Older people do not respond 
to youth education expenses but adversely respond to expenses for productive goods.

研究分野： 財政、地方財政

キーワード： 財政分権化　市町村合併　成長　人口　地方公共財　経済理論

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
初めて経済学の手法に基づいて合併が地域の成長に与える影響を分析する点で、学術的に意義のある研究であ
る。合併の費用削減効果など合併が及ぼす影響について様々な研究が行われてきたが、合併が成長に繋がるのか
は合併の成否を判断するうえで重要な点であるにもかかわらず、これまで経済学の手法を用いた研究が行われて
こなかった。人口構成や産業別従業者数・事業所数などの詳細なデータを用いて、合併が人口や経済活動に影響
を与える要因についても明らかにする。合併が人口動態や産業構造に及ぼす影響とその要因を明らかにする点
で、実務上も有益な情報を提供するとともに実際の政策形成にも役立ち得る研究である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

経済学では、これまで地域の発展や成長に強い関心を示してきた。地域の経済成長や人口成長
に関して多くの研究が蓄積されてきたし、地方財政では地方政府の財政分権化が経済成長に与
える影響の実証研究も行われている。市町村合併に関して、地方政府の合併インセンティブ、合
併の費用削減効果、合併前の地方債発行に関するコモンプール問題などの研究があるが、合併が
地域の成長に及ぼす影響はこれまで研究されてこなかった。 

一方、地方政府の合併における利点と欠点について多くの研究が蓄積されている（例えば
Alesina and Spolaore、2003）。合併の利点は主に公共財供給における外部性の内部化、規模の
経済であり、欠点は選好の異質性を考慮しない一律な公共財の供給、合併後中心部の望む資源配
分が実現されてしまうこと、自治体間の競争が弱まることなどである。合併の利点と欠点の研究
は経済学や地方財政の重要な研究課題であるにもかかわらず、合併の利点と欠点の大きさが反
映されるであろう合併後市町村の人口及び経済成長に関する研究はこれまで行われてこなかっ
た。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、経済学に基づいて市町村合併が地域の成長や発展をもたらすのかを実証分析する
初めての研究である。合併の費用削減効果など合併が及ぼす影響について様々な研究が行われ
てきたが、合併が成長に繋がるのかは合併の成否を判断するうえで重要な点であるにもかかわ
らず、これまで経済学の手法を用いた研究が行われてこなかった。本研究では、管轄権の境界設
定モデルに基づき、合併が人口成長や経済成長に及ぼす影響を日本の市町村合併データを用い
て推計する。人口構成や産業別従業者数・事業所数などの詳細なデータを用いて、合併が人口や
経済活動に影響を与える要因についても明らかにする。合併後の自治体内における成長・衰退の
格差も重要な問題であることから、字・町丁データを用いて中心部と周辺部における成長の格差
も分析する。 

 

３．研究の方法 

まず、財政分権化の理論分析から、合併後の人口移動に関する理論モデルを構築し、合併後、
合併地域のどこに人口が移動するのか、合併しない地域の人口はどうなるのかなどを理論的に
分析する。また、合併の理論分析と財政分権化に関する理論研究は基本的に同じモデルで分析で
き、財政分権化に関する研究は合併の経済分析にも重要な示唆を示すものであることから、財政
分権化のより基礎的な理論分析も行う。具体的には、財政分権化に関する理論モデルに基づいて、
集権化と地域の異質性に関する分析を行う。 

 実証分析では、約 180 万サンプルから成る、日本の国勢調査における市町村レベルの 1 対 1 人
口移動データを用いて、理論から導かれた仮説およびどのような特徴を持つ市町村で人口が成
長しているのかを検証する。まず、合併市町村と未合併市町村を比較するのに必要となる、合併
を志向したが合併しなかった市町村に関するデータベースを作成する。合併協議は行ったが合
併しなかった地域は約 520 あることがわかり、元データからデータベースを作成する。分析に用
いる変数として、2010 年の人口、一人当たり所得、転入者数、2005 年～2015 年の人口成長率、
面積、失業率、大卒者比率、15 歳未満・65 歳以上人口比率、一人当たり歳入、地方税シェア、
政府間財政移転シェア、一人当たり負債額、一人当たり所得、従業者数、事業所数、性質別・目
的別歳出のデータから生産的・非生産的公共支出のデータベースを作成する。 
 
４．研究成果 
（1）地方分権の理論分析からは、地方財
政における分権化定理によると、地域間
の公共財選好における異質性が大きい時
には、公共財供給は分権化された地方政
府によって行われるのが望ましい。しか
し、この研究では、選好の異質性が大きく
なったとき、集権化された政府によって
公共財が供給された方が社会的厚生が大
きくなるケースが存在することが示され
た。公共財のスピルオーバーが大きく、地
域間の選好の異質性が小さい時には、
元々選好が高い地域の選好が高まると集
権化された政府のもとで社会的厚生が高
くなるケースがあることがわかった。こ
のようなケースは、例えば、Figure 1 の
ようなパラメータの範囲で生じることが



示されている（図の赤線の上）。 
 
（2）実証分析で検証するモデルとして、地域の社会的厚生の違いによって合併後に人口移動が
生じるモデルを開発し、合併後の中心地、周辺地域、合併しなかった市町村を区別した上で、合
併後の人口移動の様相について検討した。分析の結果、合併後市町村の人口および平均所得が大
きいほど、合併後に未合併市町村に居住することのメリットが小さくなることなどが明らかと
なった。また、生産的公共財、自己にとってメリットの大きい公共財の供給が多い地域に、住民
は移住することもわかった。 
 
（3）実証分析では、約 180 万サンプルから成る、日本の国勢調査における市町村レベルの 1 対
1 人口移動データを用いて、理論から導かれた仮説およびどのような特徴を持つ市町村で人口が
成長しているのかを検証した。分析の結果、人口と一人当たり所得は人口の純流入に正の影響が
あるが、合併の影響に焦点を当てると、一人当たり所得だけが純流入に正の影響を及ぼすこと、
合併によって、福祉と生活保護への支出が人口の純流入を減らすが、若年層への教育支出は移住
を増やすこと、合併市町村では、若者は若年層への教育支出に正の反応を示すが、高齢者は生産
的公共サービスに負の反応を示すことなどが明らかとなった（Table 1 を参照）。 

 

 Table 1. Effects of Expenditure and Spending Items on Migration

Dependent variables

Net

migration of

the young

Net

migration of

the older

(1) (2) (3) (4)

-0.497**

(0.217)

2.775***

(0.631)

0.567***

(0.143)

-0.0893***

(0.0344)

Observations 1,883,756 1,883,756 1,883,756 1,883,756

Diff in spending on welfare and

public assistance, pc × Merger

dummy

Diff in spending on youth

education, pc × Merger dummy

Diff in spending on productive

public goods, pc × Merger

dummy

Diff in spending on youth

education, pc × Merger dummy

Net migration, 2010 -

2015
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